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廃止措置に対して、確定論による公衆被ばく評価及び部分的リスク分析を行い、SRS-77[1]が示すものと

類似のクライテリアと比較して、廃止措置時のグレーデッドアプローチのあり方について提案する。 
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1. 緒言 廃止措置においては、計画時の安全評価で裏付けられる設備による安全対策はほとんどの施設で

不要とする SRS-77 の考え方の妥当性及び廃止措置時のグレーデッドアプローチのあり方を検討した。 

2. 方法 SRS-77 の Annex I,Part A では、廃止措置の安全評価を順序立てて行う概念が示されており、確定

論による評価結果がクライテリアの 1/10 を超過する場合には、部分的なリスク分析を行うとしている。確

定論のクライテリアとしては、我が国の廃止措置計画審査基準に示されている参考値 5mSv/Event と同じも

のが SRS-77 で示されており、この 1/10 にあたる 0.5mSv/Event を上回る場合、部分的リスク分析に移行す

るものと考えられる。公衆影響が 0.5mSv/Event となる Co60 の放出量は、廃止措置計画で従来用いられる

事故評価で約 0.2TBq である。一方、廃止措置時の作業でその都度取り扱う放射性物質量は少ないため、原

則としては確定論のみで十分に下回ると判断できる。部分的リスク分析を要するような量が飛散するのは、

多数の機器が衝突落下して破損するような特殊なケースに限られる。ここでは保守的に、解体片ひとつを

運搬している最中に落下させてしまい、それが多数の機器に衝突して全て破損するという極端な仮定をお

く。運搬作業の失敗に伴う落下の頻度は、英国において用いられているパラメータ[2]等を踏まえると 10-3/

年前後と考えられる。この頻度での SRS-77 と類似の部分的リスク分析クライテリアは、計画時安全評価か

ら生じる対策無しの場合 5～50mSv/Event 程度であるため、Co60 の放出量は約 2～20TBq となるが、この規

模の被ばく影響は、典型的な原子力発電所の廃止措置における施設と活動のリスク特性からは考えにくい。 

3. 結論 衝突落下を例とした上記の保守的な検討を

踏まえると、計画時の安全評価における規制上のクラ

イテリアから特定される安全対策は、廃止措置ではほ

とんどの施設で不要となる。これは SRS-77 と同じ見

解であり、当該検討及び SRS-77 の考え方は双方とも

に妥当と考えられる。但し、事業者におけるグレーデ

ッドアプローチの取組みとしては、廃止措置実施時に

おける放射線防護の最適化のための努力目標を達成

するにあたっては、放出量の合理的な抑制などが対策

としてあり得ることに留意を要する。 
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図 1．SRS-77 類似クライテリアと頻度の関係 
(公衆影響が 0.5mSv/Event に至る仮定での例) 
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